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当法人における ICT を活用した在宅療養支援の経緯と展望

在宅療養支援シリーズ

1）医療法人芙蓉会筑紫南ヶ丘病院（福岡県大野城市）、2）日本遠隔医療介護センター（福岡県大野城市）、
3）長崎大学医学部保健学科（長崎県長崎市）

代表　前田俊輔 1,2）、本田歩美３）、医療介護連携本部長　伊達豊 1,2）、本田純久３）

はじめに

　高齢化社会の進展、それに伴う医療費の増加を背
景に、医療に対する社会のニーズと利用者である患
者と家族のニーズは大きく変化している。在宅医療の
質の向上と医療費の抑制は今日の日本社会において
大きな課題となっている。

在宅医療を支える     
遠隔診療（テレケア）について

　遠隔医療とは、｢直接対面せずに通信技術を用いて、
診断・診療等の医療に関わる行為や在宅健康管理等
の保健に係る行為を行うこと｣ と定義されている。厚
生労働省の遠隔医療補助事業では、遠隔病理診断、
遠隔画像、在宅患者に対する遠隔医療の 3 つに分類
している（遠隔医療医政発 0516 第 11 号）。今回当法
人が開発した ICT（情報通信技術）を活用した在宅療
養支援システム（以下、遠隔健康システム）は、在宅
患者に対する遠隔医療（テレケア）に当たる。遠隔診
療を開始する背景には、通院が困難であること、患者
と家族が在宅での医療を希望していること、患者の病
状が安定していること、主治医が対面診療を通して患
者の病状や治療を把握していること等が挙げられる。

また、在宅に限らず、医師が常駐していない施設にい
る患者も遠隔診療の対象となっていた。しかし、平成
26 年の医療報酬改正により、病状が安定していない
患者も介護施設で受け入れざるを得ない状況になり、
在宅でのテレケアの必要性が高まっている。内閣府が
平成 27 年 6 月 30 日に公表した「経済財政運営と改
革の基本方針 2015」（骨太方針）においても、医療
分野における ICT 化が推進されている。

遠隔医療の現状と課題

　従来の遠隔医療では、主にテレビ電話や FAX、メー
ルによるモニタリングが行われてきた。近年、ICT と
医療機器メーカーによるバイタル測定機器の開発によ
り、遠隔医療においても、ICT とバイタル測定機器を
活用したネットワークシステムの開発がすすめられて
いる。家庭で測定したバイタルのデータは、提携して
いるクラウドや医療機関のサーバーに蓄積されるとと
もに、医療関係者によりモニタリングされている。そ
の結果、患者や家族と情報を共有することによる医療
や介護の質の向上が報告されている。

病状が安定している患者では、遠隔医療を行うこと
により通院の負担が軽減する他、日々の蓄積された
データから客観的に病状の変化を把握することで経
過予測と早期対応ができる利点がある。一方で、通
信機器を活用した遠隔医療には、患者の住環境によ
り把握できる情報量や質のバラつきや制限がある他、
身体的所見の把握にも限界がある。

地域完結型の医療と介護の充実をめざす
医療法人芙蓉会の紹介

　昭和 62 年に、地域に密着した医療機関を目指し、
250 床の一般病院としてスタートした。その後、高齢
化社会の進展と地域ニーズの高まりを受け、平成 12
年に療養型病院に転換した（写真 1）。写真１　
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　医療法人芙蓉会は、患者 1 人 1 人の
病状に応じて適切な医療が受けられる
よう地域完結型医療に尽力すべく、平
成 24 年に、病院からの受け皿となる重
度要介護者専用施設であるメディカルケ
ア二日市温泉を開設すると同時に、遠
隔健康システムを導入した。平成 26 年
4 月には、医療法人芙蓉会は地域の基
幹病院としての役割を果たす一方、在
宅療養後方支援病院として、新たに在
宅復帰機能強化型医療病棟 96 床、地
域包括ケア病棟 34 床に病床転換した。
当法人は、筑紫南ヶ丘病院の他に訪問
看護ステーション、居宅介護支援事業
所、通所介護事業所、訪問介護事業所、
介護付有料老人ホーム、住宅型有料老
人ホームを有しており、近隣地域の医
療機関や介護施設と連携し、医療、介
護、在宅療養生活における一連の支援
を行っている（写真 2）。

在宅療養者と医療をつなぐ 
遠隔健康システムの開発

　地域包括ケアシステムを構築するな
かで、在宅医療の充実には、病院に入
院している患者と同じような医療管理を
在宅療養者にも提供し、予防医療につ
なげる必要があるとの考えに至り、平
成 20 年に、在宅療養者を対象に、バ
イタル（血圧・脈拍・体温・酸素飽和度）
の変化や平均値との差異より、健康状

写真２

図１  異常値の見つけ方  体温の例「変化」と「差異」  （特許出願 No.2010-93901より）

＜安診ネット未導入： 医師が1週間に一度、バイタルチェックをした場合＞

＜安診ネット導入： 毎日、バイタルチェックをした場合＞
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図２

態が悪化した患者を自動検知する機能を備えたテレ
ケア ｢安診ネット｣（特許出願 No. 2010-93901）を
開発した（図 1）。
　｢安診ネット｣ は、毎日測定した入所者のバイタル・
健康診断の基礎データ・問診記録を、インターネット
を介して提携する医療機関のサーバーで管理し、患
者の健康状態の悪化を自動で検知し、警告するツー
ルである。担当医は、サーバーに送信された情報か
ら患者の病状を把握し、早期診断と治療につなげて

いくことが可能となる（図 2）。モデルハウスとして、
病院敷地内に「メディハウス」を作った（写真３）。
　平成 24 年に「安診ネット」を導入した医療強化型
老人ホーム ｢メディカルケア｣ を開設し、実用化にむ
けた検証を行ってきた。そ の結果、従来は療養型病
院でしか受け入れられなかったパーキンソン病や在宅
酸素療法を受けている慢性閉塞性肺疾患の患者でも、
毎日「安診ネット」を活用することで、療養型病院に
入院している患者と同じような医療管理が介護施設に
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おいても可能であることがわかった。図 3 は、｢毎日
安診ネット｣ を活用した遠隔健康システムの概要をま
とめたものである。

在宅医療を支える     
遠隔健康システムの構築

　家庭や介護施設における健康管理システムを充実
させることは、健康状態の悪化の早期対応が行える
他、在宅療養者の入院回数の減少と入院期間の短縮
にもつながる。当院は、遠隔健康システムの実用化
にむけて、以下のことに今後取り組んでいく。
①病状の経過観察と早期回復
　｢安診ネット｣ を介して、医師によるバイタルデータ
のモニタリングを実施し、自宅や介護施設および夜間・
休日においても診断などの指示を行えるようにする。
病状の経過観察および診断を容易にできるよう、バイ
タルデータ（血圧・脈拍・体温・酸素飽和度）を表
示した熱型表に、それぞれの患者の病状に応じた観
察項目を表示する機能を加える。
②情報処理機能と自動検知の精度の向上
　サーバーに蓄積した患者の健康関連情報と医師の
診療（投薬、処置等の指示）傾向について、統計的
分析を行い、情報処理機能の向上に努める。情報処
理機能を高めることは、患者の健康状態の悪化を迅
速かつ正確に検知することでもある。いかに、病状悪
化の兆候を感知し、医師の早期診断と治療につなげ
ていくかが今後の課題である。

写真３

③自動検知機能を応用した高齢者への自動診断機能
の開発

心電図の自動解析の様に、在宅医療を受けている
高齢者の健康管理と医師の診断をサポートする目的
で、自動診断機能の開発を行う。自動診断機能の開
発は、自動検知技術を応用したものである。健康診
断での基礎データと問診のデータ、毎日のバイタル
データから、高齢者の健康状態の悪化につながる因
子を自動的に抽出し、抽出した因子や病理診断のア
ルゴリズムの分析を行う。分析で得られた結果より、
高齢者の健康状態の悪化につながる因子を同定し、
高齢者への自動診断につなげる。自動診断の正確さ
について統計的分析を行う他、効率性についても検
証を行い、診断の精度の向上を図る。

まとめ
在宅医療の質の向上と医療費の抑制は今日の日本

社会において大きな課題となっている。近年、ICT と
バイタル測定機器を活用した遠隔診療（テレケア）
の成果では、患者や家族と情報を共有することによる
医療や介護の質の向上が報告されている。当法人で
は、ICT を活用した遠隔健康システムの有用性を統
計的に検証するとともに、蓄積されたデータから病状
を把握し、経過予測と早期対応ができる在宅療養支
援を行う。
　自動検知機能を応用した診断システムの開発は、
在宅医療の質を均一に向上させるだけでなく、高齢
者の健康寿命の拡大に大きく貢献するものである。

図３
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